
令和7年度集団指導資料

群馬県健康福祉部福祉局監査指導課 令和７年５月

就労支援事業会計処理基準について



【説明項目】

１ 基本事項

２ 原価計算に関すること

３ 会計上の処理方法
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【資料】・・・別途掲載

資料１：別紙「就労支援の事業の会計処理の基準」

「就労支援等の事業に関する会計処理の取扱い」についての一部改正について
（平成25年1月15日社援発0115第1号厚生労働省社会・援護局長通知）

資料２： 「就労支援の事業の会計処理の基準」の改正に係る留意事項等の説明

「就労支援等の事業に関する会計処理の取扱いについて」の一部改正に伴う留意事項等の説明
（平成25年1月15日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）

資料3,4：「就労支援事業会計の運用ガイドライン」

（令和４年4月7日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障福祉課事務連絡）

2



就労支援事業会計の処理については、法人又は事業所で会計事務所等外部に
委託しているため、内容の把握は不要と認識している場合もあるかもしれません。

しかし、利用者への適切な賃金・工賃の支払いに関わる事柄のため、
今回の集団指導内容を必ずご確認いただくようお願いします。

また、就労支援事業会計書類は毎年度作成する必要があります。
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就労支援事業会計処理基準とは

対象となる就労支援事業所において 「適正な利用者賃金・工賃を算出する」ために必要
となる就労支援事業における会計についての基準

１ 基本事項（１／８）

対象
下記サービスを提供する法人

（ただし、社会福祉法人については『社会福祉法人会計基準』に基づきますが、考え方として
共通している部分があります。）

就労移行支援 就労継続支援A型 就労継続支援B型
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就労支援事業会計処理基準とは

「適正な利用者賃金・工賃を算出する」ことは下記のように各事業の指定基準・解釈通知
において定められている

１ 基本事項（２／８）

生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当する金額が、利用者
に支払う賃金の総額以上となるようにしなければならない。

生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当する金額を工賃とし
て支払わなければならない。

生産活動に従事している者に、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除し
た額に相当する金額を工賃として支払わなければならない。

賃金の支払いに要する額は、原則として、自立支援給付をもって充ててはならない。ただし、災害その他やむを
得ない理由がある場合は、この限りではない。

就労継続支援A型
基省第192条

就労継続支援B型
基省第201条

基省第202条で準用す
る第192条第6項

就労移行支援
基省第184条で準用す
る第85条

工賃の支払いに要する額は、原則として、自立支援給付をもって充ててはならない。ただし、災害その他やむを
得ない理由がある場合は、この限りではない。
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就労支援事業会計処理基準で定められていること

就労支援事業における生産活動に係る会計 と その他の活動に係る会計を分けること

福祉事業活動による収入
◇自立支援給付費

◇日用品費等の実費負担金など

福祉事業活動に係る経費
◇基準に定める人員配置基準内の職員の給与など

生産活動による収入
◇製造販売・受託作業収益など

生産活動に係る経費
◇生産のための経費・材料費

◇基準に定める人員配置基準を超えて雇用する職員の給与

◇利用者への工賃

生産活動に係る会計 その他の活動（福祉事業活動）に
係る会計

１ 基本事項（３／８）

１つの事業所で複数の生産活動（例：物品製造・清掃活動）を行っている場合、物品製造に係る上記会計
と、清掃活動に係る上記会計もわける必要がある。 6



１ 基本事項（４／８）

（例）就労移行支援：
管理者 職業指導員 生活支援員 就労支援員 サービス管理責任者
（例）就労継続支援Ａ型及びＢ型：
管理者 職業指導員 生活支援員 サービス管理責任者

「基準に定める人員配置基準以外
に雇用する職員」は生産活動の人
件費で処理
（例）生産活動指導員（生産活動を行うにあ
たり必要となる職員）

「基準に定める人員配置基準内の職員（自立支援給付費収
入において評価している職員）」は福祉事業活動の人件費で
処理

「基準に定める人員配置基準以外に雇用する職員」であって
も「自立支援給付費収入において評価している従業者」は福
祉事業活動の人件費で処理
（例）就労継続支援Ｂ型：
サービス費（Ⅰ）の算定のため配置される職業指導員・生活支援員の人件費
目標工賃達成指導員配置加算の対象となる目標工賃達成指導員の人件費

生産活動に係る会計 その他の活動（福祉事業活動）に係る会計

就労支援事業会計における人件費の分け方
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１ 基本事項（５／８）

人件費以外の経費の分け方について

人件費以外の経費の区分例を参考にご紹介します。
※以下に示す内容はあくまでも一例になります。法人が行う生産活動の業種・業態によりさまざまな経費が想定されるため、各法人の取引の
実態に応じた合理的な区分により、福祉事業活動費用と生産活動費用との区分を行ってください。

◇家賃・共益費等
・指定を受けた事業所（訓練・作業室を含む）の家賃、共益費等は、福祉事業活動費用として処理。
・商品・製品保管専用の倉庫の賃借料等、専ら生産活動に要する費用は、生産活動費用として処理。

◇建物（附属設備含む）の減価償却費、修繕費、損害保険料、保守料等
・指定を受けた事業所（建物）に係る原価償却費等は、福祉事業活動費用として処理。
・商品・製品保管専用の倉庫に係る減価償却費等、専ら生産活動に要する費用は、生産活動費用として処理。

◇水道光熱費（電気代・ガス代・水道代）
・生産活動を行うことにより増加する部分の水道光熱費は、生産活動費用として処理。
・上記以外の水道光熱費は、福祉事業活動費用として処理。
※生産活動を行うことで増加する部分の水道光熱費を特定し、処理を行う。特定が難しい場合は共通経費として按分計上する。 8



１ 基本事項（６／８）

作成が義務づけられている書類（ 全ての法人が作成 ・ 該当の法人のみ作成 ）

・・・各事業所ごとの生産活動に関するもの

・・・各事業所ごとの損益の内訳をまとめたもの（複数事業所を有する場合）

・・・就労支援事業全体の事業活動がわかるもの

A事業所

就労支援事業事業活動計算書

就労支援事業事業活動内訳表

就労支援事業
製造原価
明細書※

就労支援事業別事業活動明細書

就労支援事業
販管費
明細書※

B事業所

その他の積立金明細表 その他の積立資産明細表 ・・・積立金を計上している法人が作成するもの

就労支援事業
製造原価
明細書

就労支援事業別事業活動明細書

就労支援事業
販管費
明細書

・・・※年間売上高5000万円以下で、多種少額の生産活動
を行う等の理由から製造業務と販売業務に係る費用を分け
ることが困難な場合： 就労支援事業明細書 の作成でよ
い
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１ 基本事項（７／８）

利用者賃金・工賃について

各事業の指定基準・解釈通知から

生産活動収入 － 生産活動に係る経費 ＝ 利用者に支払う賃金・工賃

また、生産活動により余剰金が生じる場合、全て賃金・工賃として支払うこととされているため、

原則余剰金は発生しない。
ただし、一定の条件の下で積立金を計上することが認められており、その年度に積み立てた額までは、余剰金
（※）が生じてもよいとされている。
一方、損失（赤字）が発生した場合、就労継続支援A型事業は、経営改善計画書の提出が必要となる。
※ここでの余剰金とは、「生産活動収入ー（生産活動に係る経費＋利用者に支払う賃金・工賃）＝余剰金」のことを指す。後述する（プラス
の場合の）「就労支援事業活動増減差額」のこと。

→生産活動に係る収入と経費を適切に把握しなければ 適正な賃金・工賃の算出ができない
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１ 基本事項（８／８）

適正な賃金や工賃の算定

就労支援事業会計を適用し、安定的運営が可能となるよう経営管理すべきこと

無駄なコストの削減

事業収益の拡大

正確な原価計算
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(A)

２ 原価計算に関すること（１／３）

作成が義務づけられている書類（ ）について

就労支援事業活動増減差額（A）を把握するために重要な
計算書

就労支援事業活動増減差額（A）の求め方

生産活動に係る事業の収入 － 生産活動に係る事業に必要な経費

「就労支援事業別活動明細書」での（A）の求め方

就労支援事業活動収益計 － 就労支援事業活動費用計

就労支援事業活動費用計の求め方

就労支援事業販売原価 ＋ 就労支援事業販管費

※左記明細書の数字は一例

就労支援事業別事業活動明細書
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１ 基本事項２ 原価計算に関すること（２／３）

作成が義務づけられている書類（ ）について

就労支援事業所以外で製造した商品を仕入れて販売する
場合

就労支援事業販売原価

＝期首製品棚卸高＋仕入高－期末製品棚卸高

部品の組み立て等の下請け作業の場合
製造業務のみに従事することになるため、販管費及び一般
管理費（管理に関する経費）がない。

「期首製品（商品）棚卸高」「期末製品（商品）棚卸高」に
ついて
棚卸しを行わないと、それぞれの金額が把握できない。

就労支援事業別事業活動明細書

※左記明細書の数字は一例 13



２ 原価計算に関すること（３／３）

生産活動に係る事業に必要な経費（就労支援事業活
動費用計）の構成要素

①製品の製造に必要な経費（就労支援事業販売原価 ）

②販売に必要な経費（販売費及び一般管理費）
（就労支援事業販管費）

作成が義務づけられている書類（ ）について

費用
内訳
（例：パンの
製造販売）

①就労支援事業販売原価
（例：パンの製造に必要な経費・・・原材料・製造に関わる利
用者工賃・水道光熱費など）

②就労支援事業販管費（販売費・一般管理費）
（例：パンの販売に必要な経費・・・販売に関わる利用者工賃・
消耗品費・交通費など）

※左記明細書の数字は一例

就労支援事業別事業活動明細書
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３ 会計上の処理方法（１／６）

共通経費の按分方法について

複数の事業所間（多機能型事業を含む）、福祉事業活動と生産活動事業間、作業種別・製造費と販管費な
どにおいて共通経費が発生する場合、

合理的な基準に基づき、経費の按分処理をする必要がある。

共通経費の例：車両関係の経費、携帯電話代等の通信費、損害保険、必要物品のリース料など

按分方法は一律に定められていないため、各法人が事業実態に応じて按分方法を設定する。

継続して採用している按分基準については「按分基準表」を作成するよう努める
利益操作を防止する観点から一度採用した按分方法は合理的な理由がない限り
変更しないようにする

※具体的な按分基準については「介護保険の給付対象事業における会計の区分について」（H13.3.28老振発第18号厚生労働省老健局振興課長通知）に準じた扱いとする。
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３ 会計上の処理方法（２／６）

（参考）共通経費の按分基準例

按分方法は一律に定められるものではなく、各法人が事業実態に応じて按分方法を設定する必要がありま
すが、ここでは共通経費の按分基準例をご紹介します。
※以下に示す基準はあくまでも一例になります。必ず以下のとおりに按分基準を設定しなければならないというものではないことにご留意く
ださい。

（例１）利用者の送迎及び生産活動における配達・営業活動等で共用する自動車の燃料費
・・・使用高割合（距離数等）

（例２）水道光熱費（生産活動を行うことで増加する水道光熱費の特定が困難な場合）
・・・メーター等による測定割合、建物床面積割合等

（例３）福祉事業と生産活動で共用する機械の減価償却費
・・・使用高割合等
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３ 会計上の処理方法（３／６）

積立金について

就労支援事業においては、原則として余剰金は発生せず、就労支援事業別事業活動明細書における就労支
援事業活動増減差額は生じない。

しかし、

一定の条件を満たす場合には、就労支援事業活動増減差額から
一定額を2種類の積立金として計上できる。

（積み立てを行う場合には、 と の作成が必要）

積立金の目的

これまでのおさらい

安定的かつ円滑に就労事業を継続する

将来にわたって安定的に工賃を支給する

その他の積立金明細表 その他の積立資産明細表
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３ 会計上の処理方法（４／６）

積立金の種類

工賃変動積立金

将来一定の賃金・工賃水準を下回った場合に
賃金・工賃を補填することに備える積立金

年度上限額
過去3年間の平均賃金・工賃の
10％以内

積立上限額
過去3年間の平均賃金・工賃の
５0％以内

設備等整備積立金

生産活動に要する設備等の更新又は新たな
業種への展開を行うための設備等の導入に
備える積立金

年度上限額
就労支援事業収入の10％以内

積立上限額
就労支援事業資産の取得価額の７５％以内
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３ 会計上の処理方法（５／６）

一定の条件について（積立て時）

１ 理事会等の決議
積み立てる場合理事会等の議決に基づいて行うこと。

２ 計上範囲
就労支援事業活動計算書の当期末繰越金活動増減差額にその他の積立金取崩額を加算した額の範囲内で計上
する。

３ 計上時期
積立金の計上時期は、就労支援事業活動増減差額が生じた年度の計算書類に反映させる。
（計算書類の承認を決議する理事会等を開催する年度ではない。）

４ 計上可能な条件①
当該年度の利用者賃金・工賃の支払額 ＞ 前年度の利用者賃金・工賃の支払い実績額

５ 計上可能な条件②
同額の積立資産（積立金の使用目的に充てる財源を確保するため、積み立てられる現預金等で固定資産に区分）
を計上する。 19



３ 会計上の処理方法（６／６）

一定の条件について（取崩し時）

１ 理事会等の決議
取り崩す場合理事会等の議決に基づいて行うこと。

２ 工賃変動積立金の場合
保障すべき一定の工賃水準（天災等により大幅に工賃が減少した年度を除き、過去3年間の最低工賃）を下回った
年度について、取り崩して工賃を補填し、補填された工賃を利用者に支給する。

３ 設備等整備積立金の場合
生産活動等に要する設備等の更新、新たな生産活動への展開を行うための設備等を導入した場合に取り崩す。

４ その他の目的の場合の取崩し
原則認められない。
ただし、就労支援事業に伴う自立支援給付費収入の受取時期が2か月以上遅れる場合に限り、一時繰替使用が
できる。その場合も、自立支援給付費収入により必ず補填が必要で、積立金の目的達成に支障を来さないようしな
ければならない。
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【参考資料】以下の資料は添付していませんが、必要に応じてご確認ください。

「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについて」
（平成28年3月31日雇児発0331第15号、社援発0331第39号、老発0331第45号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、厚
生労働省社会・援護局長、厚生労働省老健局長通知）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_13319.html

「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の留意事項について」
（平成28年3月31日雇児総発0331第7号、社援基発0331第2号、障障発0331第2号、老総発0331第4号厚生労働省雇用
均等・児童家庭局総務課長、厚生労働省社会・援護局福祉基盤課長、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課
長、厚生労働省老健局総務課長通知）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_13319.html

「介護保険の給付対象事業における会計の区分について」
（平成13年3月28日老振発第18号）
https://www.wam.go.jp/wamappl/bb05Kaig.nsf/0/1a5d0e228da623954925703600278835

「『就労支援事業の会計処理の基準』に関するＱ＆Ａについて」
（平成19年5月30日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）
https://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihoken/service/dl/qa34.pdf
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